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1　 は じめ に

　 「資源」 とは，
一

般的に ，
「自然によ っ て与えら

れ る有用物で
， 何 らか の 人問労働が加えられ る こ

とに よ っ て 生産力の
…

要素 とな り うるも の 」
1）

で

ある 。 すなわち， 「資源」を生産要素 と して 利用す

る ため には 「人 間労働 が必要で あり，さらに ，

恃続的に利用するため には 「資源」 の維持 ・管理

活動 も必要で ある。

　従来 ， 日本の 農山村で は ， 地域固有の 自然資源 ，

土地資源等を維持 ・管理 する こ とに よ り農林業を

継続 し，これ らの 資源 は農村 とい う生活 の 場を提

供 して きた。しか し，近年，「中山間地域」 と呼ば

れ る地域は ，
「人間労働」が不足 し，地域資源の利

用が低下す るとともに維持 ・管理 が困難となっ て

きて い る。また，農林地が 二 次的に発揮 して い た

国土 ・環境保全機能も発 揮されなくなる可能性が

あ る 。

　本稿で は ，
こ れらの 問題を抱える中由問地域に

お い て ， 地域資源の維持 ・管理，なかで も農林業

基盤 の 維持 ・管理シ ス テ ム を検討し ， 提案する こ

とを目的 として い る 。

　まず，地域 の 状況に よ り類型化を行 い
， 地域 ご

との 特性，問題点を明確にする 。 次に ， 事例調査

の 結果を踏ま え，地域特性に応 じた農林業基盤の

維持 ・管理シ ス テ ム を提案す る。そ の 際，社会的

支援の 導入お よび ，
シ ス テ ム の 経済的持続性を検

討する 1，

　研究対象は ， 市町村全域あるい は
一

部が ，特定

農山村法 過疎地域活 性化特別措置法 山村振興

法 ， 半島振興法の いずれか の指定を受けてお り ，

人 1／−15 万人以下の 市町村に該当する 1753 市町村

で ある 。

11　地域資源 と農林業基盤 の

維持 ・ 管理 シ ス テ ム

　永 田
2）は地域資源を ， 第

一
に人間が 自然に働き

かける過程で 対象になる 「本来的地域資源」， そ し

て 第二 に，何 らか の 人 間労働が加わ る こ とに よっ

て 本 来的地域資源か ら生み 出され る 「準地域資源」

に分類 した （表 1 ）b こ れ ら地域資源を農林業基盤

の 維 持 ・管理 シ ス テ ム の 中で とらえるた めに ， 渡

辺 の 示 した 「村落は（A）構造 をもち ， （B）
…定 の 機

能を発揮する」
3｝

とい う村落 の フ レーム を参考に

した 。
こ の フ レーム に 沿 っ て ，地域資源 を規定す

る と， 永田の 分類 した資源の うち ，
「潜在的地域資

表 1　 永田による地域資源の 分類

1次 区分 2改 区分 内 容

本来 的

地 域資源

（イ）潜在的 地域資源

　 　（天然 資源 ）

＠ 顕在 的 地域 資源

的 環 境的地域資源

地理 的 条件 一地 質，地勢 ，位 置 ，陸水，海水

気侯 的 条件
．一
降水，光，温 度，風，潮流

農用 地 ，森林，用水，河 川

自然景観 　保全 され た生 態 系

準地 域
資源

（⇒ 付 随的地域資源

  特 産的地城資源

（へ〉歴史的地域資源

間伐材，家畜糞尿．農業副産物等 ，山林原野 の 草

山菜等 の 地 域特 産物

地域 の 伝統 的な 技術 、情報等

注 ；文献 2）　p88 よ り引用
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源」 と 「顕在的地域資源」を 「村

落」 を構成し，農林業基盤 とな

る資源，環 境的地域資源 ］ と

「準地域資源 」 を 「村落構造」

が発揮 した機能に よ っ て 生産さ

れた資源，と考える こ とがで き

る一

　以 ヒか ら，本研 究に おけ る農

林業基盤 を，渡辺が村落を構成

する要素と して さ らにあげて い

る く社会〉す なわち 「組織」
4｝

を追加 して ，以 下の よ うに 定義

した。す なわち，  本来的に存

在 し，す べ て の 産業を規定す る

自然資源，  生産基盤と生活基

盤か ら成る物理的イ ン フ ラ （ハ

鞋僉皴 薇，

　 　
』醐’一”−．…’』膕’

魯然養繚
「’』厂”

　 地理 的条件一地勢 （傾斜 ・標高〕．位置 等
ご
｝
　 気候的条件

一
降雨 ・降雪．気温 　風 響

「』　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　
丁蝋1尸，．呂

　 ∵〜、rご，冒’」．ドヒ’「’冒 』
鰈 ；釀

凸’
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o
◎
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　亀

　　監
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駄
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嚇
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　 　 　 　 魯

　　　　
砕

辱

　　　醗 ・労伽 ・
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・灘 鉱 隷 芻隷 。 。。 鮟
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　　’
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9

噴
や

pa　1　 地域 の 農林業基盤維持 ・管理 シ ス テ ム の 基本的概念

一
ド），  自治体や 集落組 織など仕会組織である社

会的イ ン フ ラ （ソ フ ト）の 3 っ である．個 々 の構

成要素は人間活動を通 して構造化 され，経済的 シ

ス テ ム お よび国土 ・環境保全 シ ス テ ム の 成立
， す

なわ ち機能が発 揮される，これ ら全体を農林業基

盤の 維持 ・管理 シ ス テ ム と し，シ ス テ ム の基本的

概念を図 1の よ うに示す 。

　 か っ て の 中山間地域で は ， 農林業従事者 ， あ る

い は集落曝位に組織化された集団が農林地を利用

して 生産活動を行 っ て きた ：t 生産物販売に よる利

潤は再度生産活動に投入 され ，経済的シ ス テ ム は

規模を縮小す る こ となく持続的に成立 し て い た．

これによ り雇用 ・収入の 安定をもたらし，地域の

人的資源すなわちシ ス テ ム の担い 手も維持 され る。

同時 に 土地資源 を利用 し続けるために管理活動が

行われ ， 副次的 に国土 ・環境保全機能 も発揮 され

て い た 。

　 しか し ， 現在で は人 Ll流出による人的資源 の 減

少や社会的イ ン フ ラの 衰退によ り，農林業基盤 の

維持及 び管理シ ス テ ム が縮小 し っ っ あ る，
「自然

保護」，「環境保護」 の 理念 の もと社会的支援策 も

行われ て い るが ， 持続性 の 点か ら評価 した研 究は

少な く，また農林業基盤 の 管理を考慮 したシ ス テ

ム を構築する必要が ある。

　そ こ で本研 究で は ，
「核とな る経済的シ ス テ ム

を持続する こ とが 出来れば ， 農林業基盤 の 維持 ・

管理 シ ス テ ム も成 り立 っ 」 と考え，経済的 シ ス テ

ム お よび これ を支え る仕会的イ ン フ ラ，さらに ，

条件 の 不利性に対する祉会的支援 の あ り方を検討

し た、

皿 　類型化

　中山 間地域 と言 っ て も 「中問地域 」，「山間地

域」 の違 い が指摘 され て い る ように
5｝，産業基盤

条件には相対的な差異がある c 本研究 で は条件 の

違 い に よ りシ ス テ ム も異なる と考え ， 地域 の 産業

条件を最 も反 映する と考えられる 「平均傾斜」 と

「都市か らの距離」 を類型化指標 として 用い た。

「傾斜」 は地域に お ける産 業を規定す る±地利用

（物理 的イ ン フ ラ）に影響を 与える条件で あ り ，

具体には経済企画庁発行 の 土地分類図付属資料よ

り ， 各市町村ご とに平均傾斜を算出 した
注 1＞

。 また ，

「都市か らの 距離1 は経済的有利性及び生活 の 利

便性に影響を与える条件で あるが ，
「都市」の 規模

は 対象市町村 に よ り異なるため，「都市」の 人 目 を

時 間距離 （単位 ：分）で除 して 「都市の経済的影

響力」 と して 用 い た
注 2）。

　 類型 の ため の 基本単位を市町村 とした理 由は ，

指標 となるデータが収集可能な もっ とも小 さい 単

位で あ っ た こ と，また ，社会的支援策導入 の意思
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決定を行 うもっ とも小 さい 単位 で ある こ と ， の 2
つ である 。

産業条件 の 相対 的状況を示すために 「傾斜」 は 15

度を基準に急傾斜 ・緩傾斜に，また，「都市の経済

的影響力 j は通勤 ・逓 学の 関係か ら影響力の相対

的な強弱
齢 ）

に ， それぞれ二 分 し，計 4 っ の 類型

を得た。次に ， 類型化 を検証 し， 産業条件の違い

の具体的要因を明らか にするため ， 判別分析 を行

い ，判別 に有意に寄与 した指標を特定し，

各類型地域にお ける特性及び問題点を明 ら

か に した
注 4）

。 分析 に 用 い た の は 以
一
ドの よ う

な 17変数で ある。

　（1） 定住 の た め の 社会経済的指標 1   可

住地人 口密度，  生産年齢人 口 割合，  65

歳以 ヒ人 rl割合，  第三 次産 業就業者割合 ，

  事業所数，  一
人当 り製造品出荷額， 

　
・
人 当 り販売額  

．
汰 当り課税対象所得

額 ，   商店数

（2）農業 の 生産条件   第
一

次産業就業

者割合，  専業農家率，  第 2 種兼業農家

率 ，   農家 1 戸当 り農業粗生産額，  林野

率 ，   田 の 区画整理実施率，  戸当 り農地

面積 ，   農産物販売な し農家数割合

　以上 の 変数の うち，ス テ ッ プワ イ ズ法を

用い て 判別 に有意 （5 ％水準）に寄 与した

指標 は ，表 3 に示 した 7 変数であ る。 これ

らの 指標 の 平均を類型 問で検定 し
， 類型 ご

との 特性を図 2 に まとめた 。 類型 A は社会

経済的指標お よび農業 の 生産条件にお い て

表 3　類型を特徴付ける変数 （判別分析結果）

項 目名 係 F値
判別関数 1 判 別 関数 2 判別 関 数 3

  林野率 「 O．7770 ．4ア5 一
〇．124198 ．219

  商店数：
一
〇，240O ．7300 ．768431 呂615

歳以上人 口割 0319 ．038909 呂527128

　　家炉 当 り農 業粗生産

  可住地人 口密度

一
〇．335 一

〇，2341308 ユ126i
o、OOlo ．3690 ．29799i7「

率 0、158　　 　 0．242 一
〇，8965 ．280

 
一

人 当り販売額 0，G23　 　　 0，252 一
〇．5i24 ．270

固有値　　　　　　　 0．6星O　　 O．2000 ．0σ7
捌 的中率　 　 　 　 　 56．7幌

各 類型内 平均値 の 項 目

1 可住 地人 口 密度

265 歳以上人 口割台

3 −・
人 当り販 売 額

4 商店数

5 専業農家害ll合
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 一一引
6 農家一戸 当 農業粗 生産額

7 林野 率 一

平

均
傾
斜

・ 一 。

　 可 櫨 塘 人 ロ 密度．65歳以 上人 ロ割合，
　 　 　

一
人当 り販 売額，商店数，

舗蠶欝羅摺⇔ 飜雛蠶斎
く・

緩

専
業

農
蜜

割
合，

農
瞭

＝
尸

当
農
業
粗
生

産

額，

林

野
率

林 野 率 が

高 く，農業
生 蔭 条 件

が悪 い

A ：760 市町村

1　 387 ．1人翫 m2

2　 21、1％
3　 0，74万 円

4　 ］13．7店

5　 17．5％

6　　238 ，4 万 円

7　 81 ．8 “
／n

鐙 36輌 澱
・嫐　1　 　 5705 人 出 m2

　 　 18．0％　　　　鑿i　 2

　 　 1，08 万 円　 3

簗7．7 店

16．9％
258．7 万 円

林 野 率 が

低 く，農業
生 産 条 件

が よい

醸
報，
藩
簸

B ： 352 市町村

1　 365、0 人磁 m2

　 18．4％2

　 0．95 万 円3

　 144，2fS4

　 21．6％56

　 465 ．S万 円

7　 59 ．6％

1tヒヒヒ　　「　　．弓弓176
・°
鰄 鼕

C ； 280 市町村

図 2 　中山間地域各類型の 特性

最 も不利な地域で あるt／農業生産 の た め の 土地利

用が制限され るため小規模な農業経営及び 林業が

基幹産業 となっ て い る地 域も多い 、類型 B は A に

比 べ 農業生産条件は有利で あ る が，社会経済的

な指標が低い値 を示 し，人 口 定住化に影響を及 ぼ

す と考えられ る。類型 C は，都市 へ の通勤が可能

で ， 社会経済的指標 も高い 値を示 し，農業の 生産

条件が よい
。 類型間では も っ とも産業基盤条件の

よい 地域で ある。類型 D は，社会経済的指標 は高
い もの の

， 農業生産条件は不利な地域である 。

　次に，類型 ごとにその 地域の 特徴，問題点に即

して シ ス テ ム を検討す る。

W 　類型 A にお け る シ ス テ ム

　類鑾A で は従来，豊富な森林資源 と関連 した経

済的シ ス テ ム が存在 して い た。 国内の 林業地域の

多くが こ の 類型 に含まれ る。また，河川 の ヒ流部

に位置する地域が多い こ とか ら， 国土保全 の 観点
か らも森林資源お よび斜面に存在する小規模な農

地 の 管理 が望まれ る。しか し，都市へ 通勤不 可能

で あ り就業機会が限られて い る こ と，農業生産条

件が不利で ある こ と， また，外材 の 輸入 に よる材

価 の 低迷など林業の お か れ る状況 も厳 しい こ とな

どか ら，経済的シ ス テ ム の 成立は困難である。
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　そ こ で，従来の 林業を

経済的シ ス テ ム の 中核に

おき，物理的イ ン フ ラ と，

社会的イ ン フ ラの 両面 に

お い て 支援す る シ ス テ ム

を検討する （図 3 ）。 国内

で も先進事例 として著名

な愛媛県久万町お よび 静

岡県龍山村の 取 り組みを

事例 と して 取 り とげた。

　愛媛県上浮穴郡久万町

で は
， 平成 2年 に 自治体

や町内 の林業経営者が出

資 し、第 3 セ クタ
ー

方式

の 「株式会社い ぶ き」 を

創設 した。以来、旧 来 の 　 図 3

森林組合の 管理するエ リ

ア を超 え た 広 域的な管理 を行 っ て い る5 ま た，雇

用の 場を創出す る こ とに よ り人口 の減少 を ス m 一

ダウン させ ， 加 えて若者 の U タ
ー

ン も見 られ るな

ど、経済的シ ス テ ム の担い 手維持が図られて い る。

問題は未熟練労働者で あ るが，自治体 の 補助金を

投入 して教育 し、経済的なシ ス テ ム を成 り立たせ

て い る。

　静岡県磐田郡龍山村は天龍林業地域の 中心地 で

あ る。当該地域は ，森林組 合を中心 に昭和 40 年

代よ り林業構造改善事業等 を利用 して事業の多角

化を図 っ て きて お り，現在で は 「苗木か ら住宅 ま

で 」 をテ ーマ と して ，ほ ぼ 100％の 運営資金 を森

林組合 の 事業基盤か ら得て い る。また，卜 U タ
ー

ン 者を積極的に雇用 し ， 将来の 後継者を育成す る

とともに，長期的な計画の 元 に 森林管理を行 い ，

産業基盤を維持 し て い る 。

　以 上 の よ うに社会的イ ン フ ラ （森林管理
・林業

会仕組織〉に対す る財 政的な支援は、経済的 シ ス

テ ム の 成立に効果をあげて い る。具体的には 生

産 ・管理活動にか か る
．
般 管理費の 赤字に対す る

補填 ， 未熟練労働者に 対す る教育補助，事業量確

保の ため の 自治体か らの 事業委託等であ り ， 社会

的 イ ン フ ラは経済的 シ ス テ ム を成立させ る中軸に

なるだけでなく，基盤管理を行 う担い 手を育成 ・

確保する役割を も果たす こ ととな る．
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類型A に お け る農林業基盤 の 維持 ・管理 シ ス テ ム 案

V 　類型 B に お ける シ ス テ ム

　類型 B は農業生産条件が よく ， 農業を中核にお

い た経済的シ ス テ ム が考え られる （図 4 ）。 しか し，

杜会経済的指標が示すよ うに定住条件が 不利で あ

り，高齢化率が相対的に高い ため ， 担い 手不足 か

ら耕作放棄地 の 増加等農地 の管理 が困難に な りつ

つ ある 。 こ の 類型 の 基盤管理 シ ス テ ム として ，  

生産条件 の 改善に より，経済的シ ス テ ム を維持す

る こ と，また，  農地の管理 を目的と した営農支

援対策 が 必要で あ ろ，そ の た め の 祉会的支援 と し

て直接支払 い 制度を念頭にお く。 具体的 には， 

に対 しては，上地改良区や水利組合等を直接支払

い の対象 と し，物理 的イ ン フ ラを整備 し て 生産条

件を改善す る ttまた，それ らの 団体を生 産 と管理

を
一体的に行 う社会的イ ン フ ラ として位置付 け る 、

  に対 しては急傾斜地 など生 産性 の 低 い 農地 で は，

生産を自家消費米程度 とし，よ り資源管理 に主眼

を置き，作業受委託等で農地を管理する／）管理 費

の農家負担分は，財政補助 と L て 直接支払い額算

定に含め る、

　 具体 的な事例 と して ，四国地方 ，広 島県，大分

県等 で農業公 社 ・集落組織等 に より基盤 整備 と
一
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体化 して作業受託が行われて

い る ほ か
， 兵庫県 ・京都府に

お い て急傾斜水 田 で の利用権

設定や作業委託 に対 し交付金

が支払われてい る ． 集落組織

や公 社の 中に は 財政的に赤字

とな っ て い る とこ ろも多く，

事業内容 ・規模も限られて い

るが，直接支払 い の 導入に よ

り，持続的な農林業基盤の 管

理主体 となる こ とが期待で き

る．

VI 類 型 C
，
　 D に

　 お け るシ ス テ ム
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図4　類型 B に お ける 地域資源 の 維持 ・管理 シ ス テ ム案

　類型 C ， D は都市に通勤可能

な距離に あり社会経済的 ポテ ン

シ ャ ル は高 い 。 よ っ て定住人 口

は減少 しない もの の ，農林業労

働力は 第二 ・三次産業に流出 し，

特に類型 D 地域で は ，生産 ・管

理 主体の 減少 ・ 耕作放棄地の 増 舗 蘿鰤 魏

加 が問題 とな っ て い る．加 えて
，

類型 C 地域で は，農業生産条件

は よ い も の の ，農林地 の 都市的

七地利用 へ の転用，地価の 上昇

等が進み，農林業基盤 の維持が

困難 とな っ て きて い る c，そ こ で，図 5　類型 C ・D にお け る地域資源の 維持 ・管理 シ ス テ ム 案
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い こ とを利用 し ， 社会的支援と して都市住民の 労

働力 ・資金面 で の 参加 を考慮に入れ た農林業基盤

の 維持 ・管理 シ ス テ ム を提案す る。経済的シ ス テ

ム は レ ク リエ ー
シ ョ ン 的要素を取 り入れ た農業生

産を 中軸と し，サービ ス 提供に よ る利潤を観光に

適 した環境の維持に投入す る こ とによ り ， 農業基

盤及 び 自然資源が維持 ・管理 され る。長野県更埴

市，奈良県明日香村に 見 られ る よ うな棚田オー
ナ

ー一
制度や，都市近郊の 市民農園などが具体例 とし

て挙げ られ る、

　類型 D 地域にお け る シ ス テ ム の 成立 コ ス ト （ア

クセ ス 条件 の 改薄や観光農業 の ため の基盤整備 〉

は，類型 C に比 べ
， 高 くなると考え られ るた め，

物理的イ ン フ ラ へ の 財政的な公的支援が必 要で あ

る 。 また，立地面 での 特腟か ら，士砂流 出 ・水資

源涵養な ど国土 ・環境 保全 を目的 とした基金に よ

る財政 的支援策 も考えられ る，

　それ に対 し，類型 C で は，農業生産条件が有利

で あるた め，被会的イ ン フ ラを再編す る こ とに よ

り，他産業と競合で きる収益性を追求し た シ ス テ

ム も可能で あると考え られる。

305

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Association of Rural Planning

NII-Electronic Library Service

The 　Assooiation 　of 　Rural 　Planning

VH　お わ りに

　本研究では条件の 違い による類型 ごとに，社会

的支援 の もとで の 農林業基盤 の 維持 ・管理 シ ス テ

ム を検討 した。シ ス テ ム 提案 の 上で，傾斜条件す

なわち農業生産条件 の 不利な地域で は ， 公 的資金

に よる支援が必要で あると考えられるt．しか し，

問題は公的資金を導入 する こ とに対する国民的合

意が得 られるか ど うか で あ り，農林業基盤 の 必要

性を国土 ・環境保全 シ ス テ ム と経済的シ ス テ ム の

関連性 か ら明 らかに し，共通認 識 として い く必要

が あるt．t

　今後の課題として ，各シ ス テ ム の 成立要因及 び

社会的支援策 の 実現性 に つ い て 調査事例 を検討 し，

シス テ ム の 実証陸を高め て い く こ と，また，国 ニヒ・

環境保全に対す る基本理念に つ い て検討 を進 め る

必要 があ る。

　なお ， 本研究は連携開発研 究 「農村経済活性化

の た め の 地域資源の活用に関する総合研究 」 の
一

環 として行われた 。

　 要因調査 （平成 B年）」 （農林水産省統計情報部）よ り，

　 5 段 階で 示 され て い た もの を，各階級の 中間値を用い

　 て 時 間距離 とした、

注 3）国勢調 査 （1990） の 結果 よ り中山問市町村 にお ける

　 平均通 勤 ・逓 学時 間は 30 分以 内で あ る。そこ で ，ア）

　　自市町 村内に DID 設定，　 b人 口 5 万 人以 上 の DID 設

　 定市町 ま で 30 分以 内，ウ）人 口 15万 人 以上 の DID 市町

　 まで 60 分以 内で到達で き る地域で は都市の 経済的影

　 響力が強い と し，類型化 を行 っ た。

注 4）データの 出所 は，         
一
国勢調査 （平成 2 年 ）」，

　　   事 業所統計 （平成 3年）」 （以上 総務庁），  1
．
工

　　業統計 （平成 2 年）一，   
．「商業統計 （平成 3 年）1

　　 似 一ヒ通 商産業省〉         厂1990 年農林業セ ン サ

　　 ス ー，  「農業所 得統計 （平成 3 年 」，  農 林漁 村

　　 地 域活性 化要因調査 （平成 3 年）一（以 上農林水産省

　　統計情報 部）1  
．
地 域経 済総覽 95」 〔東洋経済）

　　　なお，判別 分析 の 結果 は 固有値が低 く，的 中率も 5

　　 割程 度 と良好と は 言 え な い が ，気 候 ・水利 条件 や観 光

　　資源 な どが農 業生 産 条件，仕会 経済的指標 に 与える影

　　 響は加 味 して お らず，特異な地域 も含ん で い る た め と

　　 考え られ る，

　　　　　　　　　　　〔注〕

注 1） 土地分類図付属 資料で は 0〜3 度，3〜8 度，8〜上5

　　度 15 度以上 の 傾斜の 各階層 に該当す る面積が 示 さ

　　 れ て い る。平均傾斜 は 各階層 の 中間値 （15 度以一［二の

　　 階層で は細 密数値情報 よ り平均 最大傾 斜 を算出 し，

　　 21．79 度 と した） に面積割合 を乗 じて 算出 した。

注 2） 「都 市 」 とは
，

こ こ では  所得稼得の 機会が 豊富に存

　 在 し，  日常的な生活の 利便性を満 足 させ る機 能 を持

　 つ 地域で あ る こ とか ら，DID （人 口 集 中地 区）設 定市

　 町村 と した。時 聞距離デ
ータは 「農山漁村地域活性化
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